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 戦後最大の惨事となった，阪神・淡路大震災から10年という節目の年を迎えた．この10年の間にも，
日本の各地で被害地震は発生しており，水道施設も被害を受けている．地震に対する備えとして，事前

対策として耐震化を図っておくことは重要であるが，特に管路はその物量が相当なものである等から，

事業化するにあたって難しい側面を持つ．そのため，本検討では，水道管路を対象とした，地震被害推

定シミュレーションに基づく耐震化事業の評価方法について示す．また，芦屋市の水道管路を対象とし

た適用事例を示す． 
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１．はじめに 
 
 平成7年1月17日に発生した兵庫県南部地震は，人
口密集した都市部に発生した未曾有の直下型地震と

なったため，道路や家屋の他に，水道, ガス, 通信, 
下水道等のライフラインも多大な被害が発生した．

死者6,400余名，負傷者43,700余名を上る戦後最大の
惨事となったこの阪神・淡路大震災は，我が国の震

災対策を推進していく上で幾つもの大きな課題を残

した． 
 阪神・淡路大震災における水道施設の被害は，取

水, 導水, 浄水, 送配水と多岐に渡った．最も被害が
大きかったのは管路施設であり，広範囲で甚大な被

害が生じたため，多量の漏水により短時間で管内の

水が無くなり，水圧が上がらず，漏水箇所の特定が

困難な原因となり，長期間に渡る断水が生じた1)． 
 一方，阪神・淡路大震災を経て，2005年1月17日
で10年という節目の年を迎えた．この10年の間にも，
日本の各地で被害地震は発生しており，水道施設も

被害を受けている．水道施設は都市供給システムを

構成する主要なライフラインであり，地震時におい

てもその機能の可能な限りの保持，及び早期復旧が

緊要な課題となっている． 
 地震に対する備えとして，事前対策として耐震化

を図っておくことは重要であるが，特に管路はその

物量が相当なものである等から，事業化するにあた

って難しい側面を持つ． 
 以上の背景を踏まえ，本検討では，水道管路を対

象とした，地震被害推定シミュレーションに基づく

耐震化事業の評価方法について示す．また，芦屋市

の水道管路を対象とした適用事例を示す． 
 
 

２．耐震化事業の評価方法について 
 

(1) 評価フロー 
 図-1に，水道管路を対象とした，地震被害推定シ

ミュレーションに基づく耐震化事業の評価フローを

示す．まず，現在の管路の情報を整備しておき，比

較対象となる今後の耐震化計画に基づく管路を整備 
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図-1 耐震化事業の評価フロー 

 

する．次に，各々の管路に対し，地震被害推定シミ

ュレーションを行い，後述する地震被害推定量を算

出する．更には，各々の当該地震被害推定量を比較

することにより，耐震化事業の評価を行う． 

 なお，今後の耐震化計画の評価だけでなく，これ

までの耐震化事業に対する評価を行う場合は，例え

ば，1995年当時の管路情報等も整備しておく． 
 

(2) 整備データ 
 表-1に，地震被害推定シミュレーションを行うに

あたり，必要となるデータの一覧を示す． 

 ①管路情報については，マッピングデータ等のデ

ジタルデータを活用することとなる．デジタルデー

タとして整備されていない場合は，管内図をトレー

スして平面位置座標を取得し，当該データに管種・

管径の情報を付与することとなる． 

 ②統計情報については，各所管の事業年報等から

取得することとなる．地区別等の詳細な情報が無い

場合は，国勢調査等の人口等で代用することができ

る2)． 

 ③想定地震情報については，県や市が想定してい

る地震動(地表面最大加速度)や液状化危険度を用い
ることとなる．一般的な自治体の被害想定では，約

500m×500mメッシュのデジタルデータとして整備
されていることが多い． 

 ④地形情報については，なるべく詳細な情報が望

まれる．これは，水道管路の被害は，埋設されてい

る地形・地盤に大きく影響することによる．自治体

の被害想定で用いられた地形分類を用いる場合が多

いが，ボーリングデータにまで立ち戻って地形分類

を行う場合もある．今後は，デジタルデータでの公

開が予定されている，防災工学や地震工学分野での

利用を前提とした日本全国地形・地盤分類メッシュ

マップの活用も考えられる3)～4)． 

 

図-2 メッシュ単位の情報と管路情報との関連付け 

 

(3) 地震被害推定シミュレーション 
 地震被害推定シミュレーションを行うにあたって

は，ライン形状で表現されている管路と，メッシュ

等で表現されている情報(想定地震動, 液状化危険

度, 地形分類)とを関連付ける必要がある． 

 図-2に示すように，メッシュの境界で管路区間を

分割(細分化)することにより，細分化された区間と
メッシュとを簡単に関連付けることができるととも

に，きめ細やかなシミュレーションが行える． 

 すなわち，着目管路区間の管路情報とその他の情

報(想定地震動, 液状化危険度, 地形分類)をテーブル
化しておき，被害推定式に適用することにより，地

震被害推定シミュレーションは行える． 

 

(4) 地震被害推定量 
 地震時の水道被害の規模を表現するものとして，

本検討では，過去の地震での被害統計から導き出さ

れた被害率, 被害箇所数, 断水率, 復旧日数の被害

推定式に着目した． 

 前述のように，整備データを各管路区間でテーブ

ル化しておくことにより，以下の式により地震時の

被害推定量を算出することができる． 

a) 被害率・被害箇所数 

 (社)日本水道協会の阪神・淡路大震災の被害分析
結果をベースに，芦屋市・西宮市において詳細な被

害分析を行い提案された，磯山らによる下式を用い

る5)． 
 同式の    mR が被害率であり，    N が被害箇所 

Start 

耐震化計画 

に基づく管路 
現在の管路 

地震被害推定シミュレーション 

地震被害推定量の算出 

耐震化事業の評価 

(地震被害推定量の比較) 

End 

表-1 整備データの一覧 

種 別 内 容 備 考 

①管路情報 
・現在の管路 

・耐震化計画に基づく管路 

平面位置 , 管

種, 管径, 延長 

②統計情報 
・給水人口 

・給水戸数 
－ 

③想定地震 

情報 

・想定地震動(地表面最大加速度) 

・液状化危険度 

想定地震により

変化 

④地形情報 ・地形分類 － 

 

× × ×
×

×

×
× ×

区間a

区間c

区間b

メッシュ単位(ex. 50m×50m)

メッシュ単位の情報(ex. 地形情
報)と管路情報とを関連付けるた
めに、メッシュの境界で管路区間
を分割
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数である．  (>100)は，地表面最大加速度を意味し，
L は，各管路区間の延長を意味する．また，

lgdp CCCC ,,, は，それぞれ，管種, 管径, 地形, 

液状化の補正係数を意味し，表-2～表-5 の値を用

いる． 

 なお，表-2～表-5 の補正係数については，文献

5)等を参考に，後述する芦屋市に適用した例である． 
他の地域で適用する場合には，特性を吟味し，値を

調整する必要がある． 

 図-3 に計算例を示す．同図に示すように，管路

に沿って，区間毎に管種, 管径, 地形, 液状化危険

度, 地表面最大加速度の情報を整理し，該当する補

正係数値(管種, 管径, 地形, 液状化)，ならびに地表
面最大加速度から，各管路区間の被害率を計算する．

さらには，当該被害率に各管路区間の延長を掛ける

ことにより，被害箇所数を計算する． 

b) 断水率 

 断水率については，川上による下式を用いる 6)．

断水率は，被害率 xの関数として定義されており，
式(1)で求めた被害率の値を用いることで計算でき

る． 

 

  17.1307.011    xy  (2) 
c) 復旧日数 

 復旧日数については，高田らによる下式を用いる
7)．復旧日数は，事業規模 (1km あたりの給水戸
数) 1x と被害率 2x の関数として定義されている．事
業規模は，給水戸数を延長で割ることにより求める

ことができ，さらには式(1)で求めた被害率の値を

用いることで復旧日数は計算できる． 

 
59.0

2
86.0

190 38.0 xxDay     (3) 

表-2 管種の補正係数 

管 種 補正係数 管 種 補正係数 

DIP 0.30 DIP(耐震継手) 0.03 

CIP 1.00 PE 0.03 

VP 1.00 不明 1.00 

SP 0.30  

 

表-3 管径の補正係数 

管 径 
補正 

係数 
管 径 

補正 

係数 

  0≦φ≦ 75 1.6 150＜φ≦450 0.8 

 75＜φ≦150 1.0 450＜φ 0.5 

 

表-4 地形の補正係数 

地 形 補正係数 地 形 補正係数 

改変山地 1.1 沖積平地 1.0 

段丘 1.5 その他 0.4 

谷・旧水部 3.2 埋立地 1.0 

 

表-5 液状化の補正係数 

液状化 
補正 

係数 
液状化 

補正 

係数 

なし  (沖積平地) 1.0 なし  (埋立地) 1.0 

部分的(沖積平地) 2.0 部分的(埋立地) 2.7 

全体的(沖積平地) 2.4 全体的(埋立地) 4.0 
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図-3 管路に沿った(管路区間単位の)被害率・被害箇所数の計算例 
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３．芦屋市における具体的な事例 
 

 ここでは，芦屋市の水道管路を対象とした適用事

例を示す． 
 

(1) 耐震化事業の比較対象 
 図-4に示すように，阪神・淡路大震災から10年が
経過したこともあり，これまでの耐震化事業の総括

も含めて，1995年当時の管路(1995年当時), 現在の
管路(現在), 耐震化事業に基づく管路(整備計画案)の
3種類の管路を対象とした． 
 これにより，これまでの耐震化実施による効果，

今後の耐震化計画による効果を見ることができる．

なお，耐震化事業に基づく管路(整備計画案)につい
ては，現在の管路をベースに，耐震化を計画してい

る合計約60kmの鋳鉄管とビニール管をダクタイル
鋳鉄管(耐震継手)に更新したものとしている． 
 

(2) 想定地震と地形分類 
 兵庫県では，平成10年度に地震被害推定調査を行
っており，表-6，図-5に示すように5つの地震を想

定している8)～9)．なお，想定地震動，液状化危険度

は，約500m×500mメッシュで評価されている． 
 当該5想定地震と，兵庫県南部地震の再来の計6地
震を対象とした．なお，兵庫県南部地震の再来につ

いては，地震動データについては，山口らが，建設

省建築研究所が数値化した低層建築物の被害データ，

及び17地点の地震記録を用いて，町丁目単位での地
震動分布の推定したものを用いた10)．一方，液状化

危険度については，Hamadaらが作成した約250m×
250mメッシュ単位のものを用いた11)． 
 水道管路の被害は，埋設されている地形・地盤に

大きく影響するため，なるべく詳細な情報が望まれ

る．芦屋市の場合，1/25,000土地条件図が存在して
いたため，デジタル化を行い活用した．なお，谷筋

が表現できるよう，約50m×50mメッシュのデータ
としている． 

 

(3) 耐震化事業の評価 
 1995年当時の管路(1995年当時), 現在の管路(現在), 
耐震化事業に基づく管路(整備計画案)の3種類の管
路を対象に，地震被害推定シミュレーションを行い，

地震被害推定量を算出した．また，当該地震被害推

定量を基に，耐震化事業の実施(計画)に伴う地震被
害軽減量から，耐震化事業の評価を行った． 
 図-6に，例として管路区間単位の被害率(有馬高
槻構造線～六甲断層帯地震)の分布図を示す．また， 

図-4 耐震化事業の比較対象管路 

0 2km1km500m

φ   ～ 75[mm]
φ100～150[mm]
φ200～450[mm]
φ500～   [mm]

配水管1:DIP
配水管2:DIP(耐震継手)
配水管3:CIP
配水管4:VP
配水管5:SP
配水管8:PE
配水管0:不明

0 2km1km500m 0 2km1km500m

1995年当時 現在 整備計画案 

φ   ～ 75[mm]
φ100～150[mm]
φ200～450[mm]
φ500～   [mm]

配水管1:DIP
配水管2:DIP(耐震継手)
配水管3:CIP
配水管4:VP
配水管5:SP
配水管8:PE
配水管0:不明

φ   ～ 75[mm]
φ100～150[mm]
φ200～450[mm]
φ500～   [mm]

配水管1:DIP
配水管2:DIP(耐震継手)
配水管3:CIP
配水管4:VP
配水管5:SP
配水管8:PE
配水管0:不明

 

表-6 兵庫県の想定地震の諸元 8)～9) 

図-5 兵庫県の想定地震の断層位置 8)～9) 



 

5 

図-7に，耐震化事業の評価を行うため，地震被害推

定量(被害率, 被害箇所数, 断水率, 復旧日数)の比較
図を示す． 

 以下に，評価結果を列挙する． 

・1995年当時の管路と現在の管路とを比較した場合
(これまでの耐震化事業の実施)，被害率, 断水率
ともに，ほんの少しの減少に留まっている． 
・ 一方，被害箇所数の微増，ならびに復旧日数の
減少は，1995年当時より管路延長が伸びたこと
に起因する．すなわち，管路延長が伸びたため

(地震被害を受ける可能性のある対象物が増えた
ため)，被害箇所数が増加している．また，管路
延長が伸びたことにより，配水管1kmあたりの
給水人口が減少し，それに伴い，復旧日数が減

少することとなった． 
・ しかし，総合的に見て，1995年当時の管路と現
在の管路とを比較すると，耐震化がそれほど進

んでいないことが分かる． 
・ 一方，現在の管路と整備計画案の管路とを比較
した場合(今後の耐震化事業計画)，全ての被害

0 2km1km500m 0 2km1km500m 0 2km1km500m

0.0 [箇所/km]
0.1 [箇所/km]
0.2 [箇所/km]

0.3 [箇所/km]
0.4 [箇所/km]
0.5 [箇所/km]
0.6 [箇所/km]
0.7 [箇所/km]

0.8 [箇所/km]
0.9 [箇所/km]
1.0 [箇所/km]
1.1 [箇所/km]
1.2 [箇所/km]

1.3 [箇所/km]
1.4 [箇所/km]
1.5 [箇所/km]
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図-6 被害率(有馬高槻構造線～六甲断層帯地震) 

図-7 耐震化事業の評価 
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推定量で大幅に減少している．すなわち，地震

時における水供給機能の可能な限りの保持，及

び早期復旧に向けて大きく貢献することが期待

できる． 
・ 現在の管路と比較して，被害率，被害箇所数は，
約58%程度に減少している．復旧日数は約72%
となっている．これらは，想定地震に依らない． 
・ 一方，断水率については，想定地震に大きく依
存し，約55%～90%となっている．これは，被
害率が約1[箇所/km]以下の場合，急激に減少す
る非線形関数となっているためである． 
・ 被害率，被害箇所数を見るに，芦屋市として特
に注意を要する想定地震としては，兵庫県南部

地震の再来, 有馬高槻～六甲断層帯地震, 中央構
造線地震であることが分かった． 
・ 切迫性が危惧されている東南海・南海(県の想定
では南海道地震)が，特に注意を要する地震では
ない結果となっている． 
・ 整備計画案では，今後約60kmの耐震化を計画し
ているが，膨大な費用になること，相当数の年

月がかかることが予想され，地震により被害を

受ける可能性の高い管路区間から，効率的に耐

震化を行っていくことが重要となる． 
・ すなわち，効率的・効果的に耐震化事業を行っ
ていくためには，本検討で算出した，管路区間

単位での被害率等は有効な情報となりえる． 
 
 

４．おわりに 
 
 本検討では，水道管路を対象とした，地震被害推定
シミュレーションに基づく耐震化事業の評価方法を示す

とともに，芦屋市の水道管路を対象とした適用事例を示

した． 
 過去の地震での被害統計から導き出された地震被害推

定量(被害率, 被害箇所数, 断水率, 復旧日数)は，被害規模
を掴むものとして，簡便でかつ適当な指標と考えている． 
芦屋市への適用事例で示したように，地震被害の規模等

をイメージアップでき，かつ具体の数値により，例えば，

復旧日数を○日以内に抑えるための事業規模はどの程度

かといった検討も可能である． 

 昨今の財政難の中では，耐震化事業に限らず事業化に

あたっては具体的な数値等による，説明責任が特に問わ

れている．当該課題をクリアーにしていく一つのアプロ

ーチとして十分有効かつ簡便な手法であり，広く活用さ

れることを期待したい． 
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